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1 級電気工事施工管理技士 第一次検定 受験対策講座 受講生各位 

CIC 日本建設情報センター 

教材内容訂正のご案内 

配布教材において、下記のとおり誤りがございました。内容を訂正すると共に、受講生の皆様にご迷惑をお

かけしたことを深くお詫び申し上げます。恐れ入りますが、本正誤表をご確認の上、ご利用いただきますよう

お願い申し上げます。 

 

■ 教材：1級電気工事施工管理技士 第一次検定 テキスト(改訂第三版) 

頁 該当箇所 誤 正 

15 

第 1編 第 1章 

電気理論 

（2）抵抗温度変化 3行目 

𝑡2〔℃〕における抵抗値を 𝑅𝑡1〔Ω〕と

すると、 

𝑡2〔℃〕における抵抗値を 𝑅𝑡2〔Ω〕と

すると、 

20 

第 1編 第 1章 

電気理論 

（1）電磁誘導現象 

Check!! 円形コイルに磁束を

加えたときの起電力 2行目 

（次頁右下図参照） 
（右下図参照） 

※ 次頁を削除。check内の右下図参照。 

21 

第 1編 第 1章 

電気理論 

（2）自己インダクタンス 

Check!! 様々な形状の自己

インダクタンス 2行目 

断面積を𝑆〔m2〕、円環の平均の長さを

𝑙〔m〕、透磁率をμ、コイルの巻き数を

𝑁とすると、この環状ソレノイド内の

磁束φはホプキンソンの法則より、以

下の式で表される。 

断面積を𝑆〔m2〕、円環の平均の長さを

𝑙〔m〕、透磁率をμ、コイルの巻き数を

𝑁、この環状ソレノイド内の磁束φと

すると、ホプキンソンの法則より、磁

気抵抗𝑹𝒎は以下の式で表される。 

31 

第 1編 第 1章 

電気理論 

（2） 交流ホイートストン 

ブリッジ回路 

■図表 6 

詳細は右記参照。 

 

45 

第 1編 第 1章 

電気理論 

（1） 伝達関数とブロック線図 

■図表 2 フィードバック結合

／直結フィードバック結合 

考え方 2行目 

𝐷 = 𝐺1𝐶 = 𝐺1(𝐴 ± 𝐵) 

= 𝐺1(𝐴 ± 𝐻𝐷)(1 ∓ 𝐺1𝐻)𝐷 

= 𝐺1𝐴 

𝐺 = 𝐷 𝐴⁄ =
𝐺1

1 ∓ 𝐺1𝐻
 

𝐷 = 𝐺1𝐶 = 𝐺1(𝐴 ± 𝐵) 

= 𝐺1(𝐴 ± 𝐻𝐷) 

𝐷 = 𝐺1𝐴 ± 𝐺1𝐻𝐷 

𝐷 ∓ 𝐺1𝐻𝐷 = 𝐺1𝐴 

𝐷(1 ∓ 𝐺1𝐻) = 𝐺1𝐴 

𝐷 =
𝐺1𝐴

1 ∓ 𝐺1𝐻
 

𝐺 = 𝐷/𝐴 =
𝐺1

1 ∓ 𝐺1𝐻
 

また、直結フィードバック結合の場合

は、H=1になるので、 

𝐺 = 𝐷/𝐴 =
𝐺1

1 + 𝐺1
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81 

第 1編 第 5章 

発電設備 

（2） 反動水車 1行目 

圧力水頭（圧力エネルギー）を圧力水

頭に変えた流水を水車内を通過させ

て反動力で回転力を得る水車である。 

圧⼒⽔頭（圧⼒エネルギー）のまま⽔

車内を通過させて反動⼒で回転⼒を

得る⽔車である。 

104 

第 1編 第 7章 

送配電設備 

（1） 微風振動 

■図表 3  

  

113 

第 1編 第 7章 

送配電設備 

Check!! 事故点までの距離

を表す式 12行目 

𝑋： 地絡故障点までの距離〔m〕 

𝐴： 抵抗辺が0〜1000で目盛られてい

る場合の抵抗辺の読み 

𝑥： 地絡故障点までの距離〔m〕 

𝑎： 抵抗辺が0〜1000で目盛られてい

る場合の抵抗辺の読み値 

133 

第 1編 第 8章 

構内電気設備 

5.低圧幹線 

2つ目補足：定格容量𝑃𝑛 

定格容量𝑃𝑛は、定格電流𝐸𝑛と定格電流

𝐼𝑛の積で求めることができる。 

定格容量𝑃𝑛は、定格電圧𝐸𝑛と定格電流

𝐼𝑛の積で求めることができる。 

162 

第 1編 第 8章 

構内電気設備 

3.ロードヒーティング／フロア

ヒーティング 

3つ目補足 題目 

◆ 専用の開閉器及び過電流遮断器遮

断器を各極に設置 

◆ 専用の開閉器及び過電流遮断器を

各極に設置 

186 

第 1編 第 9章 

電車線 

Check!! シンプルカテナリ式

のハンガの長さの算出 

詳細は右記参照。 
D：ちょう架線のたるみ〔m〕 

※ 凡例に追加。 

200 

第 1編 第 10章 

その他の設備 

1.トンネル照明の構成 

Check!! 基本照明 3行目 

全長にわたり灯具を原則として一定

問隔に配置する。 

全長にわたり灯具を原則として一定

間隔に配置する。 

341 

第 2編 第 5章 

工事施工 

3．小勢力回路 

【3行目】 

図表1 
図表3 

【Check!!内 5行目】 

前頁図表1 

384 

第 3編 第 3章 

建築基準法等 

2．用語の定義 

Check!! 建築基準法の用語 

⑭ 大規模の修繕 

⑭ 大規模の修繕…建築物の主要構

造物の一種以上について行う過半

の修繕をいう。 

⑭ 大規模の修繕…建築物の主要構

造部の一種以上について行う過半

の修繕をいう。 

419 

第 3編 第 7章 

その他関連法規 

2．建設廃棄物 

図表 2 

【汚泥内】 

含水率が高く、粒子の微細な泥上の掘

削物 

【汚泥内】 

含水率が高く、粒子の微細な泥状の掘

削物 

【紙くず内】 

（包装材、段ボール、壁紙く 

【紙くず内】 

（包装材、段ボール、壁紙くず） 
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■ 教材：1級電気工事施工管理技士 第一次検定 分野別過去問題集 2026年度版(令和 8年度版) 

頁 該当箇所 誤 正 

114

～

116

／ 

302

～

303 

第 1編 第 14章 

設計・契約関係 

問題番号 

問題.8（令和4年度 No.56） 

問題.9（令和4年度 No.57） 

問題.10（令和3年度 No.42） 

問題.11（令和3年度 No.56） 

問題.12（令和3年度 No.57） 

問題.13（令和2年度 No.57） 

問題.14（令和2年度 No.58） 

問題.6（令和4年度 No.56） 

問題.7（令和4年度 No.57） 

問題.8（令和3年度 No.42） 

問題.9（令和3年度 No.56） 

問題.10（令和3年度 No.57） 

問題.11（令和2年度 No.57） 

問題.12（令和2年度 No.58） 

※ 本章の問題、解答・解説で問題番号6、7の表記が抜けておりました。大変申し訳ご

ざいません。取り扱っております問題数（令和6年度～令和2年度）に抜けはござい

ません。 

253 

第 1編 第 8章 

構内電気設備 解答・解説 

問題.7 （1）（2） 右図 

  

371 

第 3編 第 3章 

建築基準法等 解答・解説 

問題.7 （3） 

（3） 大規模の修繕とは、建築物の

主要構造物の一種以上について行

う過半の修繕をいう（建築基準法

第2条14号）。したがって、（3）が

定められていないものである。 

（3） 大規模の修繕とは、建築物の

主要構造部の一種以上について

行う過半の修繕をいう（建築基準

法第2条14号）。したがって、（3）

が定められていないものである。 

  

開ループ方式 閉ループ方式 
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◆ 建設業法の改正についての訂正 

令和 7 年 12 月 12 日に建設業法の一部を改正する法律が施行されました。それに伴い、下記の図書について、

内容の一部に訂正がございます。 

■ 教材：1級電気工事施工管理技士 第一次検定 テキスト(改訂第三版) 

頁 該当箇所 誤 正 

361 

第 3編 第 1章 

建設業法 

6.建設工事の見積り 

建設業者は、建設工事の請負契約を

締結するに際して、工事内容に応じ、

工事の種別ごとに材料費、労務費その

他の経費の内訳並びに工事の工程ご

との作業及びその準備に必要な日数

を明らかにして、建設工事の見積りを

行うよう努めなければならない。ま

た、建設業者は、注文者から請求があ

った時は、請負契約が成立するまで

に、その見積書を交付しなければなら

ない。 

建設業者は、建設工事の請負契約を

締結するに際しては、工事内容に応

じ、工事の種別ごとの材料費等その他

当該建設工事の施工のために必要な

経費の内訳並びに工事の工程ごとの

作業及びその準備に必要な日数を記

載した建設工事の材料費等記載見積

書を作成するよう努めなければなら

ない。また、建設業者は、建設工事の

注文者から請求があった時は、請負契

約が成立するまでに、当該材料費等記

載見積書を交付しなければならない。 

 

■ 教材：1級電気工事施工管理技士 第一次検定 分野別過去問題集 2026年度版(令和 8年度版) 

頁 該当箇所 誤 正 

456 

チャレンジ問題  

令和 7年度試験 

《解答・解説》 

No.78 （4） 

（4） 適当である。建設業者は、建

設工事の請負契約を締結するに

際して、工事内容に応じ、工事の

種別ごとに材料費、労務費その

他の経費の内訳並びに工事の工

程ごとの作業及びその準備に必

要な日数を明らかにして、建設

工事の見積りを行うよう努めな

ければならない。 

（4） 出題当時は適当であった。令

和7年12月12日の法改正で、建設

業者は、建設工事の請負契約を締

結するに際しては、工事内容に応

じ、工事の種別ごとの材料費等そ

の他当該建設工事の施工のため

に必要な経費の内訳並びに工事

の工程ごとの作業及びその準備

に必要な日数を記載した建設工

事の材料費等記載見積書を作成

するよう努めなければならない

と改められた。 

 

以上 


